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中 間 貸 借 対 照 表 
 

   〔資 産 の 部〕                                        （単位 百万円：未満切捨） 
当中間期 
(13.9.30 現在) 

前年中間期 
(12.9.30 現在) 

前  期 
(13.3.31 現在) 科        目 

  金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
  %  %  % 
流 動 資 産 126,098 43.3 147,921 47.5 155,931 48.1 

現 金 及 び 預 金 45,174  71,909  73,013  

受 取 手 形 741  959  889  

売 掛 金 30,874  33,452  38,048  

有 価 証 券 11,644  9,343  6,866  

た な 卸 資 産 27,382  21,006  25,231  

繰 延 税 金 資 産 2,425  1,965  2,586  

そ の 他  7,856  9,288  9,297  

貸 倒 引 当 金 △    2  △    4  △   2  

固 定 資 産 164,904 56.7 162,975 52.4 168,430 51.9 

有 形 固 定 資 産 99,751 34.3 83,469 26.8 94,327 29.1 

建 物 37,516  30,958  33,111  

機 械 及 び 装 置 38,256  32,851  37,935  

そ の 他 23,978  19,658  23,280  

無 形 固 定 資 産 15 0.0 - - 3 0.0 

ソ フ ト ウ ェ ア 15  -  3  

投資その他の資産 65,138 22.4 79,506 25.6 74,100 22.8 

投 資 有 価 証 券 43,709  56,472  53,780  

関 係 会 社 株 式 14,516  13,509  14,040  

関 係 会 社 出 資 金 5,447  4,689  4,689  

長 期 預 金 -  2,500  -  

そ の 他 1,607  2,375  1,705  

貸 倒 引 当 金 △  142    △   39  △  115  

繰 延 資 産 -  185 0.1 - - 

社 債 発 行 差 金 -  185  -  

資   産   合   計 291,002 100.0 311,083 100.0 324,362 100.0 
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〔負債及び資本の部〕                                               （単位 百万円：未満切捨） 
当中間期 
(13.9.30 現在) 

前年中間期 
(12.9.30 現在) 

前  期 
(13.3.31 現在) 

科        目 

  金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

   %  %  % 

流 動 負 債 54,383 18.7 56,615 18.2 69,516 21.4 

買 掛 金 17,016  18,778  22,555  

１年以内に償還予定の社債 -  18,251  -  

１年以内に償還予定の転換社債 20,000  -  20,000  

未 払 法 人 税 等 2,085  3,723  7,731  

未 払 費 用 7,759  7,731  8,564  

新 株 引 受 権 -  1,766  -  

そ の 他 7,521  6,364  10,665  

       
固  定  負  債 53,645 18.4 78,697 25.3 58,199 18.0 

社 債 20,000  20,000  20,000  

転 換 社 債 19,930  39,932  19,930  

退 職 給 付 引 当 金 11,094  11,368  11,246  

役員退職慰労引当金 714  1,140  1,249  

繰 延 税 金 負 債 1,906  6,256  5,773  

       
負   債   合   計 108,029 37.1 135,313 43.5 127,716 39.4 

資 本 金 47,854 16.5 41,018 13.2 47,854 14.8 

資 本 準 備 金 54,809 18.8 46,221 14.9 54,809 16.9 

利 益 準 備 金 5,837 2.0 5,541 1.8 5,667 1.7 

その他の剰余金 64,536 22.2 67,984 21.8 73,300 22.6 

任 意 積 立 金 56,443  53,462  53,462  

中間(当期)未処分利益 8,093  14,522  19,837  

その他有価証券評価差額金 9,935 3.4 15,003 4.8 15,014 4.6 

       
資   本   合   計 182,973 62.9 175,770 56.5 196,646 60.6 

負 債 資 本 合 計 291,002 100.0 311,083 100.0 324,362 100.0 
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中 間 損 益 計 算 書 
                                      （単位 百万円：未満切捨） 
  
科        目 

当中間期 
(13.4.1～13.9.30) 

前年中間期 
(12.4.1～12.9.30) 

前  期 
(12.4.1～13.3.31) 

 金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率 
  %  %  % 

売 上 高 89,308 100.0 93,488 100.0 198,644 100.0 

売 上 原 価 73,788 82.6 75,241 80.5 158,039 79.6 

売 上 総 利 益 15,519 17.4 18,247 19.5 40,604 20.4 

販売費及び一般管理費 10,427 11.7 9,742 10.4 20,568 10.3 

営 業 利 益 5,091 5.7 8,504 9.1 20,035 10.1 

営 業 外 収 益 2,981 3.3 2,296 2.5 5,426 2.7 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,624  998  1,822  

そ の 他 1,357  1,297  3,604  

営 業 外 費 用 1,936 2.1 2,573 2.8 5,241 2.6 

支 払 利 息 456  486  965  

そ の 他 1,479  2,087  4,276  

 経 常 利 益 6,137 6.9 8,227 8.8 20,220 10.2 

特 別 利 益 12 0.0 4,481 4.8 4,511 2.2 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 -  4,290  4,290  

そ の 他 12  191  220  

特 別 損 失 693 0.8 6,298 6.7 6,961 3.5 

退職給付会計変更時差異 -  4,929  4,929  

固 定 資 産 処 分 損 693  1,218  1,880  

そ の 他 -  150  150  

税引前中間(当期)純利益 5,456 6.1 6,411 6.9 17,771 8.9 

法人税、住民税及び事業税 2,243 2.5 2,573 2.8 7,233 3.6 

法人税、住民税及び事業税 2,286  3,794  9,566  

法 人 税 等 調 整 額 △   42  △1,220  △2,332  

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 3,213 3.6 3,837 4.1 10,537 5.3 

前 期 繰 越 利 益 15,059  10,684  10,684  

利益による自己株式消却額 10,179  -  -  

中 間 配 当 額 -  -  1,258  

利 益 準 備 金 積 立 額 -  -  125  

中間( 当期 )未処分利益 8,093  14,522  19,837  
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(注記) 

１. 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

   関係会社株式及び出資金  移動平均法による原価法により評価しています。 

その他有価証券 

・時価のあるもの    中間期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しています。 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によっています） 

・時価のないもの    移動平均法による原価法によっています。 

 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法によっています。 

(3) デリバティブの評価基準及び評価方法   時価法によっています。 

 (4) 有形固定資産の減価償却の方法 定率法を採用しています。 

 (5) 引当金の計上の方法 

貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回 

 収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 

   役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上していま

す。 

(6)リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 

 取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 (7) 消費税等の処理方法 税抜方式によっています。 

  

                      当中間期         前年中間期           前  期 

２．有形固定資産の減価償却累計額 143,550百万円 132,848百万円   137,822 百万円 

３．受取手形割引高 802百万円 846百万円 1,048百万円 

４．輸出手形割引高 13,756百万円 15,815百万円 20,245百万円 

５．保証債務 493百万円 596百万円 553百万円 

６. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

     (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

〈 有形固定資産 その他 〉         当中間期         前年中間期           前  期 

取得価額相当額 4,544百万円 4,610百万円 4,561百万円 

減価償却累計額相当額 2,224百万円 2,362百万円 2,280百万円 

中間期末残高相当額 2,319百万円 2,248百万円 2,281百万円 

     (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

                       当中間期         前年中間期           前  期 

一 年 内 908百万円 893百万円 893百万円 

一 年 超 1,411百万円   1,355百万円   1,387百万円 
 
合   計 2,319百万円 2,248百万円 2,281百万円 
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 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

                       当中間期         前年中間期           前  期 

支払リース料 505百万円 501百万円 1,008百万円 

減価償却費相当額 505百万円 501百万円 1,008百万円    

(4) 減価償却費相当額の算定方法    定額法 

 
 

１ 株 当 た り 配 当 金 の 内 訳  

当中間期 前年中間期 前  期  
（中間配当） （中間配当） （年間配当） 

  円 銭  円 銭  円 銭 
普通株式 5.50 5.50 12.00 
 （内訳）普通配当 5.50 5.00 10.50 
     特別配当 - 0.50  0.50 
     記念配当 - -  1.00 

 


